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30－令和６年度森林及び林業の動向 

事例 特－４ 

北海道、地方独立行政法人北海道立総合研究機構、北海道大学農学部、国立研究開発法人
森林研究・整備機構は、平成25(2013)年度から北海道有林のトドマツ人工林等において、主
伐時に一部の樹木を単木あるいは群状で残す「保持林業」の実証実験プロジェクトを開始し、
生物多様性や木材生産性等への影響の検証を行っている。「保持林業」は、伐採前の森林に
ある生立木や枯死木を残すことで、生物の生息場所を確保するとともに、伐採後に成立する
森林の構造や組成を複雑にし、生物多様性の確保を図ることを目的としており、例えば、森
林性の昆虫は、樹木を保持することにより、個体数や種多様性が増加する傾向が確認されて
いる。 

また、実証実験では、１ha当たり約10本、約50本、約100本の広葉樹を残す単木保持の実
験区において、それぞれの木材生産性の調査を行った結果、広葉樹を残した場合に、全く広
葉樹を残さない場合と比べて、木材生産コストはほとんど変わらない結果となった。 

これにより、「保持林業」によって木材生産性を維持しながら、生物多様性を確保できる
可能性が示唆されており、他地域での実践と知見の集積が今後の課題となっている。 

木材生産と生物多様性保全の両立を目指す「保持林業」の検証 

資料：国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所ホームページ「研究成果2021年紹介分(伐採時に木を
残す保持林業は森林性甲虫類の保全に効果がある)」、Tsushima, et al. Productivity and cost of retention 
harvesting operation in conifer plantations. Forests, 2023, 14(2): 324. を一部改変。 

１ha 当たり約 50 本保持した実験区 保持した本数別のコストの比較 

資資料料  特特－－2233  国有林野の森林施業における生物多様性への配慮の取組例 

資料：林野庁「国有林野の森林施業における生物多様性への配慮事例集」 

水辺林周辺を保護樹帯として設定し、 
伐採地に侵入した天然木を極力保残した様子 
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ホオノキ等の広葉樹稚樹 

（東北森林管理局） 
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(ウ)生物多様性を高める林業経営の新たな収益機会
林業事業体等においては、持続的な経営を通じて、木材の供給はもとより、生物多様性

にも貢献していることを再認識し、対外的に訴求することで自らの価値を高められるとと
もに、生物多様性の確保に取り組む他業種の企業等との連携も含め、新たな収益機会を得
られる可能性もある。以下に具体例を挙げて記述する。 
(生物多様性への貢献によるクレジットの価値向上) 

国際的に生物多様性と気候変動の課題に対して統合的な取組を進めていく必要性が認識
されている中で、多様な生物の生育・生息の場であるとともに、我が国の温室効果ガスの
吸収量の大半を占める森林の重要性はますます高まっている。林業事業体等は、間伐や主
伐後の再造林等の森林整備、それらを通じた木材の供給等により、地球温暖化防止に大き
く貢献しているが、さらに生物多様性の観点も取り入れることで、林業経営の可能性を広
げることにつながる。 

森林管理による温室効果ガス吸収量をクレジットとして認証する森林由来のＪ-クレジ
ット創出の取組においては、生物多様性の確保にも配慮し、付加価値の最大化を図る例も
みられる。生物多様性の確保に取り組む林業事業体等とＪ-クレジット創出に取り組む民間
企業の連携も生まれており、このような取組が広がることも期待される(事例 特－５)。 

事例 特－５ 民間企業と協業した森づくり 
株式会社GREEN FORESTERS(東京都千代田区)は、令和２(2020)年に設立された造林・

育林専門の会社であり、伐採跡地の造林・育林を実施するほか、従事者を「自然資本のつく
り手」として捉え、自然に発芽した樹木を積極的に残す森づくりや、草地や湿地の維持・管
理にも業務を拡大している。 

同社では、民間企業と連携して造林未済地を含む伐採跡地の森林再生に取り組んでおり、
令和５(2023)年から、森林経営活動によるカーボンクレジット創出を推進しているENEOS
ホールディングス株式会社(東京都千代田区)と協業を、事業の売上の一部を植林活動に充て
る方針を掲げていたKDDI株式会社(東京都千代田区)と連携をそれぞれ開始した。

これに基づき、株式会社GREEN FORESTERSは、民間企業からの資金提供を受け、渓畔
域に落葉広葉樹を植栽するなどの生物多様性・自然資本に配慮した森づくりを実施してい
る。このような森づくりを通じたクレジット創出や、活動実績と成果を協業・連携企業に開
示することにより、カーボンオフセットと生物多様性への貢献、さらには企業の価値向上に
つながる森づくりのビジネスモデル構築を目指すこととしている。 

民間企業との協業・連携のスキーム 広葉樹を含む多様な樹種による植栽 
(写真提供：株式会社 GREEN FORESTERS) 
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